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５．防災・減災への取組強化
（１）災害発生リスクの高まり（集中豪雨､洪水､土砂災害－②）

■ 直近の豪雨災害事例（平成26年8月豪雨）

・平成26年8⽉20⽇未明、広島市北部において１時間に100ミリ
を超える猛烈な⾬が降り、広範囲に渡って⼟砂災害が発⽣。

・住宅地を流れる農業⽤⽤⽔路が⼟砂によって閉塞・埋没。

・広島市における土砂災害（平成26年8月20日）
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1時間に100ミリ
を超える猛烈
な雨を記録。

●時間雨量100ミリの
イメージ

・息苦しくなるような
圧迫感がある。

・恐怖を感ずる。
（気象庁ＨＰより）

※気象庁ＨＰより（観測地点：広島県安佐北部三入地点）

土砂による家屋への被害

宅地及び農地の被災状況

住宅地を流れる農業用用水路の状況

土砂により用水路が埋没

用水路に土砂が堆積

降雨後の湛水状況

水路の土砂撤去作業

水路の土砂撤去作業

農地への土砂の流入

用水路へ埋まった被災車両



30５．防災・減災への取組強化
（１）災害発生リスクの高まり（集中豪雨､洪水､土砂災害－③）

・平成26年8⽉16⽇〜17⽇にかけて、福知⼭市では総⾬量300ミリを
超える豪⾬に⾒舞われ、由良川流域を中⼼に広範囲にわたる浸⽔被
害が発⽣。

・由良川の⽀流の⼟師川周辺のため池においては、⼀部で決壊等によ
り下流の農地や⼯場等への⼟砂流出があった⼀⽅で、貯⽔池内には
⼤量の⼟砂や流⽊の堆積が確認されており、これらの流出防⽌に対
して⼀定の効果も⾒られる。

・京都府福知山市における豪雨災害（平成26年8月16～17日）

福地山市における降水量の状況

※気象庁ＨＰより（観測地点：京都府福知山）

写真：「平成２６年８月１６日～１７日 由良川出水報告（第一報） 」（福知山河川国道事務所）
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市街地が広範囲にわたり浸水 市街地の浸水状況

市街地の浸水状況

2日間の総雨量は
335.5ミリと平年の
8月の総雨量の約
2.7倍に相当

塩津古池（堤高：4.8m 貯水量：3,200m3）

塩津新池（堤高：6.7m 貯水量：10,000m3）

宮ノ下池（堤高：5m 貯水量：4,000m3）

上流の山腹崩壊により土砂が流入 堤体の一部が決壊

堤体の決壊貯水池内に土砂が堆積

大量の土砂と流木が堆積 堤体には大きな損傷なし

由良川支流の土師川周辺のため池の被災状況



・南海トラフ地震防災対策推進指定地域には、全国の農業⽔利
ストックの３割が存在。

南 西 諸 島

「この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の数値地図25000（空間データ基盤）を使用したものである。（承認番号 平18総使、第546号）」
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小 笠 原 諸 島

「この地図の作成に当たっては、地震調査研究推進本部と（独）防災科学技術研究所の研究成果を基に作成された確率論的地震動予測地図（基準日：2008年1月1日）を使用したものである。」
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今後30年以内に震度6弱以上の揺れに見舞われる確率

広域基盤整備計画調査地域

南海トラフ地震の被害想定範囲

全国地震予測地図に対応した基幹的農業水利施設の分布状況

資料： 全国地震動予測地図（地震調査研究推進本部地震調査委員会（H24.12.21公表））を基に作成

今後３０年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率
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■ 南海トラフ巨大地震
の被害想定範囲内の
農業水利ストック

■ それ以外のエリアの
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33％ 全国 7,356箇所

全国 178,596億円

全国 49,306km27％

31％

資料：南海トラフ巨大地震の被害想定について（第２次報告）（中央防災会議）
農業基盤情報基盤調査（平成21年3月末時点）より推計

津波で瓦礫に埋もれた排水路

地震で決壊したため池 津波で流亡した排水機場

・南海トラフで Ｍ８〜９クラスの⼤地震が発⽣する可能性は、今後
30年以内に 60〜70% と想定。

過去に南海トラフで発生した巨大地震

資料：内閣府資料
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５．防災・減災への取組強化
（１）災害発生リスクの高まり（大規模地震､津波）

資料： 海岸のあり方検討委員会資料（国土交通省）



○ 本年６月に閣議決定された「国土強靱化基本計画」は、国土強靱化に関する国の他の計画等の指針
となるもの。

○ 同基本計画で示された理念を踏まえ、平時における食料供給機能の確保に加えて、いかなる災害が
発生しても、住民の命を守るとともに農業生産活動等への致命的な影響を回避できるよう、農業農村
整備における国土強靱化の理念を明確にし、効率的な防災・減災対策を推進する必要。

５．防災・減災への取組強化
（２）国土強靱化の理念の実現－①

区 分 た め 池 排水機場、排水路 農 道 農村コミュニティ

本来機能・目的 農業用水の安定的確保 農地の排水条件の改善
通作及び農産物の流通条件

の改善
農地や農業用水路等の
維持・保全と質的向上

本来機能以外の
国土強靱化の
視点に立った
機能・取組の例

・空き容量の活用による洪水調節
・土砂・流木の下流への流出防止
・有事の際の水の他用途への供給
・耐震化等による下流地域の安全
性確保

・施設の監視強化、ハザードマッ
プの作成等による減災対策 等

・市街地を含めた地域排水
機能

・豪雨前の事前排水 等

・災害時の避難道としての
機能

・被災した国道等に代わる
支援物資等の輸送経路
等

・コミニュティ機能の向上に
よる災害対応力の向上
ア）共同活動を通じたコ

ミュニティ機能の向上
イ）共助による防災・減災

対策、被災後の復旧活
動の実施 等

国 土 強 靱 化 基 本 計 画 に お け る 理 念 ・ 基 本 方 針

【理 念】
●基本目標

① 人命の保護が最大限図られること ② 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること
③ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 ④ 迅速な復旧復興

●災害時でも機能不全に陥らない社会経済システムを平時から確保し、地域住民の生命・財産、産業競争力、経済成長力を守り、
国の経済成長の一翼を担う

【基本方針】
① 重点化･優先順位付け ② ハード･ソフトの効果的組合せ ③ 既存施設の有効活用 ④地域共同力の活用 等
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